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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　案内系（２）に対して直線経路（ｘ）に沿って延在しかつ直線経路（ｘ）に沿って移動
可能な案内棒（３）の極限位置（ｘmin，ｘmax）を検出するために、多数のリードスイッ
チ要素（５）と少なくとも１つの磁石要素（７）とを有する位置測定システム（１）であ
って、
　前記磁石要素（７）が磁界（Ｈ）を形成するように構成されており、
　前記磁石要素（７）が前記案内棒（３）に結合されており、
　各リードスイッチ要素（５）が、それぞれ検出領域内で、当該リードスイッチ要素（５
）の位置において予め規定された閾値よりも大きい磁界強度を有する磁界（Ｈ）を検出す
るように構成されており、
　少なくとも１つリードスイッチ要素（５）が前記案内系（２）に結合されて前記経路（
ｘ）の周辺（Ｕx）内に配置されており、
　更に、前記案内棒（３）の位置を求めるための誘導式の測定システムが存在し、その誘
導式の測定システムが多数の電気誘導コイル（９）を有し、少なくとも１つのオーム抵抗
ユニット（Ｒ1，Ｒ2）を含む回路装置（１２）が存在し、その少なくとも１つのオーム抵
抗ユニットが、
　前記誘導コイル（９）の少なくとも１つと共に１つの直列回路（１２）を構成し、かつ
　前記リードスイッチ要素（５）の少なくとも１つと共に１つの回路ループ（１４，１５
）を構成している、位置測定システム（１）。
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【請求項２】
　前記磁石要素（７）が、永久磁石として構成されている請求項１記載の位置測定システ
ム（１）。
【請求項３】
　前記磁石要素（７）が、前記案内棒（３）の端部側に結合されている請求項１又は２記
載の位置測定システム（１）。
【請求項４】
　少なくとも１つのリードスイッチ要素（５）の検出領域が、極限位置（ｘmin，ｘmax）
内に配置された前記案内棒（３）の端部側を捕捉する請求項１乃至３の１つに記載の位置
測定システム（１）。
【請求項５】
　前記案内棒（３）が、最小挿入位置（ｘmin）と最大挿入位置（ｘmax）との間で移動可
能である請求項１乃至４の１つに記載の位置測定システム（１）。
【請求項６】
　前記回路装置（１２）が、１つの誘導コイル（９）と共に１つの直列回路（１２）を構
成する２つのオーム抵抗ユニット（Ｒ1，Ｒ2）を含み、両オーム抵抗ユニット（Ｒ1，Ｒ2

）の各１つが前記誘導コイル（９）の各１つの端部に接続されており、かつ
　前記回路装置（１２）が、複数のリードスイッチ要素（５）を含み、各リードスイッチ
要素（５）が両オーム抵抗ユニット（Ｒ1，Ｒ2）の１つと共に１つの回路ループ（１４，
１５）を構成している請求項１乃至５の１つに記載の位置測定システム（１）。
【請求項７】
　前記回路装置（１２）の全体オーム抵抗（ΣＲ）を決定するための回路グループ（１６
）を有する請求項１乃至６の１つに記載の位置測定システム（１）。
【請求項８】
　前記回路装置（１２）に直流電流（ＩDC）を供給するための電源（１７）と、
　前記回路装置（１２）における全体電圧（Ｕ）の直流電圧成分（ＵDC）を検出するため
の第１の測定ユニット（１８）と、
　前記回路装置（１２）における全体電圧（Ｕ）の交流電圧成分（ＵAC）を検出するため
の第２の測定ユニット（１９）と、
を含む制御ユニット（１１）を有する請求項１乃至７の１つに記載の位置測定システム（
１）。
【請求項９】
　前記制御ユニット（１１）が、前記誘導式の測定システムの磁界発生用の１次コイルで
ある電気コイル（８）を含む第２の回路装置（１３）に接続されていて、
　前記制御ユニット（１１）が、その第２の回路装置（１３）における電流（ＩAC）の形
成および制御をするように構成されている、請求項８記載の位置測定システム（１）。
【請求項１０】
　前記電気コイル（８）が前記直線経路（ｘ）に平行に整列配置されている、請求項９記
載の位置測定システム（１）。
【請求項１１】
　前記案内棒（３）が核技術設備の制御棒（３）として与えられており、
　前記案内系（２）が前記制御棒（３）を取り囲む耐圧性の案内管（４）を含む、請求項
１乃至１０の１つに記載の位置測定システム（１）。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、直線移動可能な案内要素の特徴的位置、特に最大位置および最小位置を検出
するための位置測定システムおよびそれに付属する測定方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　核技術設備、例えば原子力発電所においては、粒子放射線、特に中性子線が放出される
原子炉の中での原子核崩壊プロセスの連鎖反応を放射線の吸収によって制御するために、
直線移動可能な制御棒群が使用される。典型的にはグループに分けて束ねて配置したその
ような制御棒群が核燃料集合体の間において先へ押し込まれるほど、連鎖反応を誘発する
粒子放射線がますます大きな割合で吸収されるので、連鎖反応がそれに相応して緩やかに
進行し、制御棒群の完全挿入位置（Ausfahrposition）において理想的には連鎖反応の機
能を停止させることができる。従って、連鎖反応の状態および進行は直線移動可能な制御
棒群の挿入位置に移動し、それらの挿入位置によって決まる。それゆえ、制御棒群の位置
、特にそれぞれの最大挿入位置の正確な認識は、運転状態の調節にとって、従って特に安
全性にとって重要である。
【０００３】
　制御棒群のための位置測定システムは、通常、電磁誘導測定法を応用した装置を含み、
これらの装置においては、磁界の時間的変化によって電気導体中に電圧が誘起されること
が利用される。この種の装置は、一般にそのような磁界を供給するための１つ又は複数の
１次コイルを含む。磁界領域内の制御棒によって磁界が変化し、このことによって、直線
移動経路に沿って配置された誘導コイルに誘起される電圧が変化する。その誘起電圧の大
きさから、当該制御棒の位置を決定することができる。制御棒の下方および／又は上方の
終端位置の検出のために、たいていは別々のコイルグループが設けられ、それらのコイル
グループの測定信号がそれぞれ別々の配線を介して評価ユニットに伝送される。これらの
コイルの電圧信号は、制御棒が下方もしくは上方の終端位置に到達したか否かの情報を与
える。
【０００４】
　上述の位置測定システムの欠点は、制御棒の位置を検出するために、内部の原子炉領域
、所謂格納容器から導出されなければならない信号配線を有する多数の２次コイルが必要
であることに、その原因がある。特に、制御棒の終端位置を検出するためのコイルは付加
的な測定配線を必要とする。更に、制御棒の実際の位置に依存して、制御棒の終端側の最
小又は最大の挿入位置の周辺領域において誘導コイルの電圧信号が連続的に変化すること
が欠点である。電圧信号の大きさに基づいて、確かに大雑把には制御棒の最小又は最大の
挿入位置を推量することができる。しかし、制御棒がもはや最小又は最大の挿入位置にな
いときに、例えば制御棒が或る移動距離だけ原子炉から引き出されたときに、その信号は
弱められた形で依然として存在する。従って、誘導式の測定方法は、精密かつ明確な終端
位置検出のためには不正確である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の第１の課題は、直線経路に沿って移動可能な制御棒の特徴的位置、特に極限位
置を検出するための位置測定システムであって、そのシステムのために、必要とする測定
配線数ができるだけ少なく、できるだけ正確で信頼性の高い位置測定システムを提供する
ことにある。その位置測定システムは、特に簡単な方法で、既存の誘導式の位置測定シス
テムに組み込むことができなければならない。
【０００６】
　本発明の第２の課題は、直線経路に沿って移動可能な制御棒の特徴的位置、特に極限位
置を決定するためのできるだけ正確で信頼性の高い方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　第１の課題は、本発明によれば、請求項１の特徴事項によって解決される。それによれ
ば、案内系に関して直線経路に沿って延在しかつ直線経路に沿って移動可能な案内棒の極
限位置を検出するために、多数のセンサ要素と少なくとも１つの磁石要素とを有する位置
測定システムが提供される。この磁石要素は磁界を形成するように構成されており、案内
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棒に結合されている。１つの又は各センサ要素が、それぞれ検出領域内で、当該センサ要
素の位置において予め規定された閾値よりも大きい磁界強度を有する磁界を検出するよう
に構成されており、少なくとも１つのセンサ要素が案内系に結合されて前記経路の周辺内
に配置されている。
【０００８】
　本発明は、磁石要素の助けにより磁界を案内棒と位置的に結合させ、その磁界を、案内
系に位置固定的に結合された外部のセンサ要素によって検出することにより、案内系に対
する案内棒の対応位置を検出するという考えに基づいている。
【０００９】
　案内棒の位置として、案内棒に対して固定された１つの基準点の位置が規定されている
。その基準点は直線経路に対して正確に位置座標を有する。その基準点は、任意の、しか
し固定的に選んだ磁石要素が配置されている案内棒位置に選ぶことが好ましい。１つのみ
の磁石要素の場合には、この選択は一義的である。最後に述べた基準点の特殊な選択は、
一般性を制限するものではない。基準点のその他の選択の場合には、測定される位置値は
、基準点の特殊な選択の場合の値に対して、該当磁石要素と基準点との間の間隔によって
与えられる一定の長さだけずれている。
【００１０】
　更に、センサ要素の位置における磁界強度が閾値よりも大きい磁界が検出領域内にある
ときに、しかもそのときにのみ、センサ要素が検出応答をするので、位置検出は一義的で
ある。センサ要素の空間的な分離感度よりも大きい案内棒の位置変化の場合には、センサ
要素の連続的な信号形成は行われない。むしろ、「終端位置に到達したか：はい／いいえ
？」なる様式の明確な２値情報が可能である。
【００１１】
　案内系の同一位置に複数のセンサ要素が設置されている場合には、位置検出の冗長度が
相応に高められる。従って、本発明による位置測定システムは原理的に高い冗長度で実施
可能であり、それに応じて信頼性が高い。この場合、勿論システム上の制約により、配線
数が多くなるという欠点を我慢しなければならない。
【００１２】
　更に、本発明による位置測定システムは、公知の位置測定システム、特に誘導式の測定
法を適用したシステムと組み合わせることができ、その際に特に既存の信号配線を用いる
ことができる（多重利用）。
【００１３】
　この磁石要素が永久磁石として構成されているとよい。永久磁石については、電磁石を
構成するコイルの場合と違って、付加的な配線として案内棒のところで格納容器から導出
しなければならない電気導体が必要でない。従って、位置測定システムのためにコンテイ
ンメントから導出される可能性のある付加的な配線の数はセンサ要素に限定されたままで
ある。
【００１４】
　磁石要素が案内棒の端部側に結合されているのが適切である。このような位置では磁石
要素が簡単に案内棒に結合可能であり、例えば永久磁石として、磁石板又は磁石円板の形
で案内棒の端部側に接合可能である。更にそれにより、案内系に関して案内棒の当該端部
側の起こり得る極限的曲がり位置において、センサ要素にとって、案内棒の極限位置が検
出可能である。
【００１５】
　従って、少なくとも１つのセンサ要素の検出領域が極限位置内に配置された案内棒の端
部側を検出するのが目的に叶っている。
【００１６】
　位置測定システムの適切な実施形態では、案内棒が最小挿入位置と最大挿入位置との間
で直線経路に沿って移動可能である。従って、適切に設置された複数のセンサ要素により
、案内棒の両極限の挿入位置を検出することができる。
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【００１７】
　少なくとも１つのセンサ要素は、非接触センサとして、特にリードスイッチ要素として
与えられていることが好ましい。リードスイッチ要素は、それぞれ一般に強磁性金属から
成る芯を有する２つの接触舌片を含む。リードスイッチ要素が設置されている領域内の磁
界（制御棒における永久磁石によって引き起こされる）により、両接触舌片が引き寄せら
れる。磁界の強度が閾値を上回ると、両接触舌片間において接点が閉成され、それによっ
て制御電流が接点を介して流れ得る。導電性を改善すると共に早すぎる接点閉成を避ける
ために、接触舌片は、一般に貴金属、例えば銅又は銀で被覆されているか、もしくは真空
に排気された又は保護ガスを封入されたガラス管の中に閉じ込められている。リードスイ
ッチ要素は、広いサイズ範囲にわたって拡張性があり、頑強であり、低コストで入手可能
である。
【００１８】
　位置測定システムの好ましい実施形態においては、少なくとも１つのセンサ要素が１つ
の電気的な回路装置に接続されており、その回路装置が評価および／又は制御ユニットに
接続され、かつ多数の電気誘導コイルを含んでいる。１つ又は複数の誘導コイルが誘導式
測定過程を適用すべく構成されている。回路技術的な接続によって、１つの誘導コイル又
は各誘導コイルをセンサ要素により同一の制御ユニットを介して駆動および制御すること
ができる。このようにして、格納容器から付加的な電気配線を導出する必要なしに、高度
の冗長性および／又は位置検出の高い位置分解能を達成することができる。
【００１９】
　更に、前記回路装置が少なくとも１つのオーム抵抗ユニットを含み、該抵抗ユニットが
、少なくとも１つの誘導コイルと共に直列回路を構成し、かつ少なくとも１つのスイッチ
センサと共に回路ループを構成している。誘導コイルもオーム抵抗を有するので、オーム
抵抗ユニットと誘導コイルとからなる直列回路における全体抵抗は両抵抗の和として与え
られている。スイッチセンサがオーム抵抗ユニットと共に回路ループを形成することから
、オーム抵抗ユニットはスイッチセンサの閉成時に橋絡され、従って短絡されるので、こ
のケースでは測定可能な全体抵抗の中には誘導コイルのオーム抵抗しか含まれてない。そ
れゆえ、この回路装置のトポロジーは不連続の抵抗変化を目指したスイッチセンサの検出
を表示するので、例えば案内棒の極限位置到達は抵抗値のそのような跳躍的な変化に基づ
いて認識することができ、そのような跳躍的な変化は簡単な手段で測定することができる
。
【００２０】
　位置測定システムの特に好適な実施形態では、前記回路装置が誘導コイルと共に直列回
路を構成する２つのオーム抵抗ユニットを含み、両オーム抵抗ユニットの各１つが誘導コ
イルの各１つの端（接続端）と接続されており、かつ前記回路装置が多数のスイッチセン
サを含み、各スイッチセンサが両オーム抵抗ユニットの１つと回路ループを構成している
。特に、２つのスイッチセンサが設けられ、各スイッチセンサが正確に１つのオーム抵抗
ユニットと共に１つの回路ループを構成する。このような回路トポロジーは、２つの異な
るセンサ信号の識別に適した、例えば案内棒の最小位置および最大位置の検出目的に適し
た、最後の部分で説明した回路トポロジーの特殊ケースである。特に、両オーム抵抗ユニ
ットは異なるオーム抵抗値を有するので、全体抵抗値の変化の大きさで、両スイッチセン
サのうちどちらが電気的閉路を形成したかを認識することができる。２つよりも多いスイ
ッチセンサが設けられている場合には、少なくとも１つのオーム抵抗ユニットに対して１
つよりも多い回路ループが存在する。そのオーム抵抗ユニットの短絡は、スイッチセンサ
のうち１つのみが電気接点を閉成する際に生じる。これは、特に、両スイッチセンサの検
出領域が重なり合う場合に、冗長度を高めるのに適している。
【００２１】
　更に、制御ユニットが、前記回路装置へ直流電流を供給するための電流源、および／又
は前記回路装置における全体電圧の直流電圧成分を検出するための第１の測定ユニット、
および／又は前記回路装置における全体電圧の交流電圧成分を検出するための第２の測定
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ユニットを含んでいることが目的に叶っている。第１の測定ユニットにより検出される直
流電圧およびその時間的経過と、前記回路装置に供給される大きさが既知の直流電流とか
ら、前記回路装置のオーム抵抗値およびその時間的経過を求めることができる。このよう
にして、不連続な経過、特に、１つのスイッチセンサ又は各スイッチセンサの不連続の経
過が検出される。第２の測定ユニットは、特に、誘導コイルによって交流磁界から誘起さ
れる交流電圧を検出する。それによって、特に交流電圧の振幅の時間的経過を求めること
ができ、従って誘起する交流磁界の変化を推量することができる。後者は誘導式の測定過
程の対象である。
【００２２】
　好ましくは制御ユニットが、１つの電気コイルを含む第２の回路装置に接続されていて
、好ましくはその制御ユニットが、第２の回路装置における電流を形成して制御するよう
に構成されている。この種の回路装置は、特に誘導式の測定過程を実施するのに適してい
る。このために、この制御ユニットが交流電流を発生し、その交流電流はこの電気コイル
（１次コイル）を通して流れ、その際に交流磁界を誘起する。
【００２３】
　更に、その電気コイルが直線経路に平行に整列配置されていると有利である。例えば、
そのコイルが直線経路を取り囲むように構成されているとよい。それにより、そのコイル
によって誘起される磁界がその経路を殆ど完全に包囲する。
【００２４】
　位置測定システムの好適な実施形態では、案内棒が核技術設備の制御棒として与えられ
、案内系が制御棒を取り囲む耐圧性の案内管を含む。この種の位置測定システムは、制御
棒の（特に冗長的な）位置測定、特に終端位置の測定および確認のために用いられる。終
端位置の領域内において複数のリードスイッチ要素が案内管の外面に接触結合され、そし
て電気コイルが案内管を包囲しているのが適切である。案内管内において直線移動可能な
制御棒の位置は、制御ユニットおよび複数の回路装置により誘導的に検出することができ
る。終端に到達したことおよび終端に存在していることは、複数のリードスイッチ要素に
より探知され、第１の回路装置により測定され、制御ユニットの助けにより評価される。
【００２５】
　冒頭に述べた第２の課題は、本発明によれば、請求項１４の特徴事項によって解決され
る。それによれば、案内系に関して直線経路に沿って延在しかつ直線経路に沿って移動可
能な案内棒の特徴的位置、特に極限位置を検出するための方法が提案され、好ましくは本
発明の第１の課題による位置測定システムにより、案内棒の端部側に結合された磁石要素
により磁界を発生させ、案内系に結合されたセンサ要素により磁界を検出する。
【００２６】
　この方法の特に適切な実施形態では、制御ユニットにより１次交流電圧を発生させ、そ
の交流電圧を回路装置に供給し、誘導コイル中に誘起電圧を発生させ、制御ユニットによ
り回路装置のオーム抵抗を求め、スイッチセンサにより該スイッチセンサの位置における
磁界によって回路ループの電気的閉路を形成し、制御ユニットにより回路装置における全
体電圧の直流電圧成分の変化を求める。
【００２７】
　本発明により得られる利点は、特に、原子炉において、これまでに一般に使用されてい
る測定システムに対して多様性を有する棒位置検出用測定システムを提供することにあり
、この棒位置検出用測定システムは、既存の信号伝送経路の多重使用によって格別に少な
い数の配線および格納容器ブッシングで間に合わせ、特にリードスイッチ又はリードセン
サを使用する場合に格別に頑強であり、同時に正確かつ高い信頼性にて動作する。
【００２８】
　以下において本発明による位置測定システムの実施例を示す。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】図１は制御棒の極限位置ｘmin，ｘmaxを検出するための位置測定システムを示す
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概略図である。
【図２】図２は制御棒に取り付けられた永久磁石の磁力線を描き入れた図１による位置測
定システムを示す概略図である。
【図３】図３は制御ユニットとそれに付属の第１および第２の回路装置とを有する図１に
よる位置測定システムの部分図である。
【図４】図４は制御ユニットおよび付属の第１の回路装置の部分詳細図である。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　図１乃至図４において互いに対応する部分には同一の参照符号が付されている。
【００３１】
　図１は、位置固定の案内系２に関して最小挿入位置ｘminと最大挿入位置ｘmaxとの間で
直線経路ｘに沿って直線移動可能な制御棒３の極限値ｘmin，ｘmaxを検出するための位置
測定システム１を示す。制御棒３の位置は直線経路ｘに対する基準点ｘ0の座標により規
定されている。基準点ｘ0は制御棒３の端部側にあって、この端部側であることを示して
いる。案内系２は、制御棒３を覆う耐圧性の案内管４を含む。最小挿入位置ｘminおよび
最大挿入位置ｘmaxの領域に、それぞれ１つの第１のリードスイッチ要素５が配置され、
更に補足的に第２のリードスイッチ要素６が配置されている。リードスイッチ要素５およ
び６は直線経路ｘの周辺Ｕx内にある。制御棒３上の基準点ｘ0の領域には永久磁石７が配
置されている。制御棒３の最小挿入位置ｘminにおいては、基準点ｘ0がｘminにあり、制
御棒３の最大挿入位置ｘmaxにおいては基準点ｘ0がｘmaxにある。両方のケースにおいて
、リードスイッチ要素５および６が、永久磁石の磁界によって電気的に接点閉成状態とな
る。更に、位置測定システム１につながる核技術原子炉の壁１０が見えている。
【００３２】
　案内管４に平行に、交流磁界を形成するように構成された１つの電気コイル８が配置さ
れ、その交流磁界が誘導式測定過程に役立つ。コイル８は磁界発生用の１次コイルとも称
する。更に、２次コイルとも称する多数の誘導コイル９が案内管４に平行に配置され、そ
れらの誘導コイルには交流磁界からそれぞれ１つの電圧信号が誘起される。コイル８およ
び９のシステムは、公知の方法で、極限値ｘmin，ｘmaxの間にある多数の中間位置のため
に、そして場合によっては極限値ｘmin，ｘmax自体のためにも、方向ｘの移動経路上にお
ける制御棒３の位置を検出するのに用いられる。方向ｘに沿って相前後して配置された誘
導コイル９の個数は、位置測定の空間的分解能を決定する。これに対して、終端位置監視
は、リードスイッチ５と、場合によっては冗長的なリードスイッチ要素６とによって、様
々の冗長的方法で引き受けられるか、あるいは専用的又は最優先的に引き受けられる。必
要な配線を最小限にするために、以下の説明で明らかにするように特殊なやり方で、複数
のリードスイッチ要素５が、複数の誘導コイル９のコイル電流回路に接続されていると共
に、１つの適切な評価および／又は制御ユニット１１に接続されている。その説明の簡単
化のために、唯一の誘導コイル９のみを考察する。しかし、図１又は図２に置けるように
、例えば電気的に直列接続された多数の誘導コイルに、容易に一般化することができる。
【００３３】
　図２は、永久磁石７の磁界Ｈの磁力線の分布を有する図１による位置測定システム１を
示す。他の細部は全て図１と同一である。
【００３４】
　図３には、制御ユニット１１とそれに付属した第１の回路装置１２および第２の回路装
置１３とを有する図１による位置測定システム１の部分図が示されている。両回路装置１
２および１３間には制御棒３が示されており、この制御棒３はその端部側に結合された永
久磁石７を有している。制御棒３の装置はここでは図解されているだけで、実際の幾何学
的形状には対応していない。第１の回路装置１２は誘導コイル９を含み、その誘導コイル
９は第１のオーム抵抗ユニットＲ1と第２のオーム抵抗ユニットＲ2とに直列接続され、抵
抗ユニットＲ1，Ｒ2の各１つが誘導コイル９の各１つの端部側に接続されている。第１の
オーム抵抗ユニットＲ1および第２のオーム抵抗ユニットＲ2は、それぞれ１つのリードス
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イッチ要素５と共に第１の回路ループ１４もしくは第２の回路ループ１５を構成している
。どのリードスイッチ要素５が開路もしくは閉路されているかに応じて（このことは制御
棒３の位置に依存する、図１および図２参照）、第１のケースでは回路ループ１４が開い
て回路ループ１５が閉じ、第２のケースでは回路ループ１４が閉じて回路ループ１５が開
き、第３のケースでは第１の回路ループ１４が開いて回路ループ１５が開く。
【００３５】
　図示のリードスイッチ要素５が、制御棒３の極限位置に関して、図１および図２におけ
るリードスイッチ要素５に対応する場合に、或る与えられた時点で制御棒３の位置に応じ
て、前記ケースのうちの１つだけが実現される。第１のケースでは抵抗Ｒ1が電気的に短
絡され、第２のケースでは抵抗Ｒ2が電気的に短絡され、そして第３のケースでは抵抗Ｒ1

，Ｒ2のどれも短絡されていない。したがって、直列回路の全体オーム抵抗ΣＲは、ケー
スに応じて、誘導コイル９と第２の抵抗ユニットＲ2とのオーム抵抗値の和、もしくは誘
導コイル９と第１の抵抗ユニットＲ1とのオーム抵抗値の和、もしくは誘導コイル９と第
１および第２の抵抗ユニットＲ1およびＲ2とのオーム抵抗値の和から与えられる。特に両
抵抗ユニットＲ1，Ｒ2のオーム抵抗値が互いに異なるように選定されているならば、全て
のケースについて抵抗の和ΣＲが互いに相違する。制御ユニット１１は、抵抗の和ΣＲの
値を検出するために回路グループ１６を有する（図４参照）。
【００３６】
　第２の回路装置１３は電気コイル８を含み、その電気コイル８は制御ユニット１１によ
って形成された交流電流ＩACにより交流磁界を供給するように構成されている。交流磁界
は誘導コイル９中に交流電圧を誘起し、この交流電圧は回路グループ１６において評価す
ることができる（図４参照）。
【００３７】
　図４は、制御ユニット１１に付設され、第１の回路装置１２に接続された回路グループ
１６（図３参照）の詳細図を示す。回路グループ１６は、回路装置１２に直流電流ＩDCを
供給するための電流源１７と、回路装置１２内に存在する全体電圧Ｕの直流電圧成分ＵDC

を検出するための第１の測定ユニット１８と、回路装置１２内に存在する全体電圧Ｕの交
流電圧成分ＵACを検出するための第２の測定ユニット１９とを含む。他の細部は図３の細
部に対応する。誘導コイル９のインダクタンスＬが別に示されている。電流源および第１
の測定ユニット１８の助けにより回路装置１２の全体オーム抵抗ΣＲが求められる。それ
により上述のように高い信頼性で終端位置ｘmin，ｘmaxに到達してことを検出することが
できる。第２の測定ユニット１９の助けによりインダクタンスＬにおいて誘起される交流
電圧ＵACが求められる。それにより、両終端位置ｘmin，ｘmax間において、１つ又は複数
の誘導コイル９の配置によって規定される１つ又は複数の中間位置も監視することができ
る。
【００３８】
　第１の回路装置１２のコイル電流回路へのリードスイッチ要素５の接続と、それにより
成し遂げられる既存の信号伝送経路の多重利用とによって、リミットスイッチもしくはリ
ミットセンサとして有効な複数のリードスイッチ要素５のための複数の個別配線が節約さ
れる。コイル８および９を有する公知の誘導式位置検出システムが、このようにして配線
数の増大なしに、多様性を有する終端位置測定システム、即ち異なった動作原理に基づく
終端位置測定システムに拡張されるとも言える。勿論、終端位置ｘmin，ｘmaxの代わりに
、その他の特徴的位置もリードスイッチ要素５の助けにより監視することができる。リー
ドスイッチ要素５，６の代わりに、抵抗ユニットＲ1，Ｒ2を要求に応じてかつ制御棒３の
位置に関係して電気的に短絡する他のリミットスイッチ又はリミットセンサも使用するこ
とができる。
【００３９】
　回路図が概略的なものであり、該当電子回路装置が実際には付加的な構成要素を有する
であろうが、これらの付加的な構成要素はここで関心のある動作原理にとって重要でない
ことは自明である。
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【符号の説明】
【００４０】
１　　　　　位置測定システム
２　　　　　案内系
３　　　　　案内棒、制御棒
４　　　　　案内管
５　　　　　センサ要素、スイッチセンサ、リードスイッチ要素
６　　　　　リードスイッチ要素
７　　　　　磁石要素、永久磁石
８　　　　　電気コイル
９　　　　　誘導コイル
１０　　　　圧力壁
１１　　　　制御ユニット
１２　　　　第１の回路装置
１３　　　　第２の回路装置
１４　　　　第１の回路ループ
１５　　　　第２の回路ループ
１６　　　　回路グループ
１７　　　　電流源
１８　　　　第１の測定ユニット
１９　　　　第２の測定ユニット
ｘ　　　　　直線経路
ｘmin　　　極限位置、最小挿入位置
ｘmax　　　極限位置、最大挿入位置
ｘ0　　　　基準点
Ｕx　　　　直線経路周辺
Ｈ　　　　　磁界
Ｒ1　　　　第１のオーム抵抗ユニット
Ｒ2　　　　第２のオーム抵抗ユニット
ΣＲ　　　　全体抵抗、抵抗和
ＩAC　　　交流電流
ＩDC　　　直流電流
Ｕ　　　　　全体電圧
ＵAC　　　交流電圧、交流電圧成分
ＵDC　　　直流電圧、直流電圧成分
Ｌ　　　　　インダクタンス
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